
平成１８年度当初予算（案）のポイント

平 成 １８ 年 ２ 月
和歌山県財政課



１．全 体 像

予算規模

歳 出 ５，２１０億円

（対前年度△４８億円、△０．９％）

歳 入 ５，１５１億円

※財政調整基金繰入金（５９億円）を除く

収支不足額

歳入歳出差引 ５９億円

（前年度１０９億円）

財政調整基金の取り崩しにより補てん

基金残高（見込） ３５億円（⑰末見込９３億円）
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予算規模の推移

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、
端数において合計とは一致しない場合がある。

３年連続で
マイナス

（参考）
地方財政計画

約△０．７％



２．歳入のポイント

・自主財源 ２，００３億円（対前年度＋２５億円、構成比３８．５％＜⑰３７．６％＞）

県 税 ８５４億円（対前年度＋４６億円、＋５．７％）

諸 収 入 ６５４億円（対前年度 △１億円、△０．２％） など

・依存財源 ３，２０７億円（対前年度△７３億円、構成比６１．５％＜⑰６２．４％＞）

地方交付税 １，６００億円（対前年度△４９億円、△３．０％）

国庫支出金 ６８９億円（対前年度△１４４億円、△１７．３％）

県 債 ６０９億円（対前年度△３１億円、△４．８％） など
※臨時的な退職手当債・行政改革推進債を含めれば、７０９億円（対前年度＋６９億円、＋１０．８％）

（１）県税収入

８５４億円（⑰８０８億円、＋４６億円、＋５．７％）

主な税目の状況

・個人県民税 １６１億円（⑰１４２億円、＋１９億円、＋１３．３％）

・法人二税 ２７２億円（⑰２５１億円、＋２１億円、 ＋８．２％）

・自動車税 １３０億円（⑰１３０億円、 △０億円、 △０．１％）

・不動産取得税 ２９億円（⑰ ２５億円、 ＋４億円、＋１５．９％）

※定率減税の縮小等税制改正による影響 約１６億円
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県税収入予算額の推移
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（２）地方交付税等

１，８００億円（⑰１，８７１億円、△７１億円、△３．８％）

地方交付税 １，６００億円
（⑰１，６４９億円、△４９億円、△３．０％）

臨時財政対策債 ２００億円
（⑰２２２億円、△２２億円、△９．９％）

地方財政計画の見直し（給与構造改革等に基づく人件費

の抑制など）による減

（３）県債

７０９億円（⑰６４０億円、＋６９億円、＋１０．８％）

うち臨時財政対策債２００億円

国の新制度を活用し、退職手当債４０億円、行政改革
推進債６０億円を発行

県債依存度１３．６％（⑰１２．２％、＋１．４％)

※臨時的に発行する退職手当債、行政改革推進債

を除く発行額は６０９億円（県債依存度１１．７％）

<参考> 地方財政計画の地方債依存度約１３．０％
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通常債 臨時財政対策債 行政改革推進債 退職手当債



（４）基金繰入金

１６９億円（⑰１９５億円、△２６億円、△１３．３％）
主な基金の繰入額

・地域振興基金 １８億円（⑰３８億円、△２０億円）

・県庁舎及び議会棟等整備基金 ４３億円（⑰４億円、＋３９億円）

・産業開発基金 １２億円（⑰７億円、＋５億円）

・財政調整基金 ５９億円（⑰ －、皆増）

・県債管理基金 － （⑰１０９億円、皆減）

※財政調整基金及び県債管理基金の状況

１９５億円５９億円２５３億円３４７億円３６９億円計

１６０億円－億円１６０億円２５０億円２７２億円

県債管理
基金

３５億円５９億円９３億円９７億円９７億円

財政調整
基金

⑱末見込⑱取崩⑰末見込⑯末残高⑮末残高

基金残高（一般会計所管の基金総額見込）
⑰末 ７２０億円⇒⑱末 ５７６億円



・義務的経費 ２，３７１億円（対前年度△１０９億円、△４．４％）

人件費 １，６５３億円（対前年度△２９億円、△１．７％）
※経常人件費（一般職） １，４４５億円（対前年度△６５億円、△４．３％）

公債費 ６１９億円（対前年度△５７億円、△８．４％）

扶助費 ９９億円（対前年度△２３億円、△１８．９％）

・政策的経費 ２，８３９億円（対前年度＋６１億円、＋２．２％）

投資的経費 １，１５６億円（対前年度△１３億円、△１．１％）

そ の 他 １，６８３億円（対前年度＋７４億円、＋４．６％）

３．歳出のポイント
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人件費 公債費 扶助費 投資的経費 その他

義務的経費
対前年度
△１０９億円

平成１４年度に比べ、
義務的経費全体で３９２億
円の減
うち人件費は、１５１億円縮
減
一方で、政策的経費は９０
億円の増



（１）人件費

経常人件費（一般職） １，４４５億円（⑰１，５１０億円、△６５億円、△４．
３％）

※給与カットの継続により、１１億円の人件費抑制効果を見込む

（知事等△６％<⑰△５％から拡大>、管理職△２％、一般△１％）

退職手当 １７１億円（⑰１３７億円、＋３４億円、＋２４．８％）

定年退職者数 ３７０人（⑰２５３人、＋１１７人）

和歌山が国に要望し、定年退職も対象となった退職手当債を活用
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人件費の抑制により捻
出した財源を、
乳幼児医療の拡充や知
的障害児施設の建替な
ど県単独の福祉施策や
教育施設の整備等に活
用

▲65億円



（２）公債費

６１９億円（⑰６７６億円、△５７億円、△８．４％）
※ ・平成１７年度において、決算剰余金処分等による県債の

繰上償還を実施

・平成１８年度で借換債発行により、公債管理特別会計へ

の繰出減

（３）投資的経費

１，１５６億円（⑰１，１６９億円、△１３億円、△１．１％）

うち普通建設補助 ６２５億円

（⑰６７１億円、△４６億円、△６．９％）

公共事業関係△２６億円（△４．３％）

※⑱国予算における公共事業関係費 対前年度△４．４％

うち普通建設単独 ３３１億円
(⑰２８６億円、＋４５億円、＋１６．０％）

分庁舎（防災センター） ＋３５億円、

県庁舎耐震改修 ＋２３億円 など

※地方財政計画における単独投資 対前年度△３．２％
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普通建設補助 普通建設単独 国直轄 災害復旧

防災対策の推進
地場産業への配慮



（４）その他

１，６８３億円（⑰１，６０９億円、＋７４億円、＋４．６％）

主な増減要因

国保財政調整交付金 ＋１３億円

介護保険制度施行 ＋１７億円 （「三位一体の改革」関連）

児童手当負担金 ＋１４億円 ※拡充分含む

老人保健医療費支給 ＋１１億円

障害者自立支援法関係 ＋８億円

生 活 保 護 費 △９億円

児童扶養手当 △６億円

企業立地促進対策助成 ＋６億円

諸 支 出 金 ＋３億円 など

（市町村合併による）

今後も社会福祉関係経費が増大し、県財政を圧迫する恐れ

人件費その他の経費における更なる抑制努力が必要



１７年度までの削減額

１５８億円

１７年度までの税源移譲額

１２１億円

１８年度の削減額

９２億円

１８年度の税源移譲額 ５４億円

影響額 ７５億円

所得譲与税

１７５億円

交付税措置

１８年度税源移譲された主な事業

・児童手当国庫負担金（負担率２／３→１／３） ６７０百万円
・児童扶養手当給付費負担金（負担率３／４→１／３） ４３５百万円
・介護給付費等負担金 １，６３５百万円

・国民健康保険国庫負担（調整交付金２％分） １，３３６百万円
・義務教育費国庫負担金及び公立養護学校教育費国庫負担金
（負担率１／２→１／３）（１７年度暫定移譲分除く。） ４，２０６百万円

４． 「三位一体の改革」による影響

国庫補助負担金の改革による税源移譲




